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青年層対象社会教育プログラムに関する状況調査報告 
～青年期のための次世代教育プログラム開発に係る基盤的情報として～ 
大森昭生 後藤さゆり 呉宣児 奥田雄一郎 平岡さつき 前田由美子 
はじめに 
本報告は、科学研究費補助金「『親になること』の今日的意義の再検討と青年期のための
次世代教育プログラムの開発」（後藤ら、2010）による研究プロジェクトの一部を構成する
ものである。本プロジェクトは、「親になること」の今日的意義を再検討したうえで、青年
期を対象とする教育プログラムを開発することを志向するものである。このプログラム開
発にとって、既存のプログラムの有無は重要な基盤的情報となることから、特に本プロジ
ェクトが拠点を置く群馬県の社会教育拠点施設における類似プログラムの有無を調査した。
本報告はその結果について報告するものである。 
 
１ 調査の概要 
2011年 3月に群馬県内 226の公民館等社会教育施設に調査協力を依頼し、107施設より
回答を得た。調査項目は、以下のとおりである。 
質問1. 貴館・施設では、「親になるための準備講座」に該当するような事業を 2009 年度・
2010年度中に実施されたことがありますか？ 
※ ここでいう「親になるための準備講座」は、家庭教育学級や両親学級などす
でに親になっている人対象の講座ではなく、また、プレママ教室のような出
産前講座でもなく、これから親になる可能性がある人たち（独身青年等）を
対象としたものです。（家庭教育学級の一環としての実施がある場合には、
それも含みます。） 
質問2. ＜質問 1で「ある」とお答えの場合＞ 
その講座について、次の点をお教えください。 
(ア)  講座等のタイトル  （イ）募集対象  （ウ）内 容 
質問3. ＜質問１で「ない」とお答えの場合＞ 
実施していない理由があれば簡単にお教えください。 
質問4. 貴館・施設では、「親向け」「親になる予定の人向け」の講座・事業等のうち青年・
少年も参加対象に含めているケースはありますか？ 
※ ここでいう「親向け」「親になる予定の人向け」は、家庭教育学級、子育て
広場（サロン）事業、両親学級、出産前講座等を意味します。 
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質問5. ＜質問４で「ある」とお答えの場合＞ 
その講座・事業について、次の点をお教えください。 
(ア)  講座等のタイトル （イ）募集対象 （ウ）青年・少年の参加実績  
質問6. 貴館・施設では、青年層向け（およそ 18～29 歳）の講座や行事等の事業を 2009
年度・2010年度に実施されたことがありますか？ 
※ ここでは、親になるための講座等に限らずお尋ねしています。 
質問7. ＜質問６で「ある」とお答えの場合＞ 
その事業について、次の点をお教えください。 
(ア)  事業のタイトル  （イ）募集対象  （ウ）内 容 
質問8. ＜質問６で「ない」とお答えの場合＞ 
実施していない理由があれば簡単にお教えください。 
質問9. 青年層を対象とする「親になるための準備講座」について、あるいは青年層を対
象とする社会教育事業について、お考えやご意見がおありになればお聞かせくださ
い。 
 
２ 結果 
１．「親になるための準備講座」の有無 
「親になるための準備講座」に該当する講座があるという回答は 1施設のみであったが、
その 1 施設についても「小学校 1 年生の保護者を対象とする家庭教育学級」をそれとして
回答されているため、質問の趣旨に沿えば「無」と同義であり、実質は該当する講座は皆
無であることがわかる。 
  
 
２．「親になるための準備講座」を実施していない理由 
 「親になるための準備講座」に該当する講座を実施していない理由については、大別す
ると、「独身青年等の対象者についてニーズがない、また『親になるための準備』というこ
とに関心がない」や「あまり必要性がある講座とは考えていない」、「公民館事業で行う必
要性を感じていない」、「高齢・過疎地域のためニーズが少ない」、また「地域ニーズがある
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かどうかは調査してみないと分かりません。必要性があれば今後実施したいと思います」
といった「ニーズがない、あるいは把握できていない」とするものが最も多かった。ニー
ズに関しては、「ニーズがないと一言で言い切れないが、町民からの要望は特にない。現在
のような社会問題化されている親達をみたら必要性は感じる。しかし、予算も有用なプロ
グラムもない状態である」や「これまでの公民館各種事業の経緯からみても必要性は認識
しているものの、公民館レベルで考えてみるとニーズは少ない（ある一定の参加者数を期
待できない）と思われます。各館独自の予算も限られているため、実施するとすれば、市
レベル以上での開催が適当と思う」といった意見も見られた。次に「事業として想定して
いない」という理由が続き、「今現在、想定していない分野である。今後実施を検討してみ
たい」、「今までに考えた事がない内容だから」、「これまでの事業で想定されていない内容
であり、当部署での施策には組み入れていない内容であるため」といった記述がみられた。
また、青年層は事業を実施しても集まりにくいという回答も目立った。「本公民館は土地柄
も含め、高校生～青年期層の利使用、講座、学級等への参加は皆無です。ご質問の講座等
について、残念ながら想定もしていませんでした」や「若者はなかなか集まらない。高齢
化に対する生涯学習内容が多くなる」、「親になるための準備講座等については、当館では
実施しておりません。昭和 50年代後半までは、この年代層を対象に青年学級という形で実
施していましたが、高学歴社会の影響、会社員の増加、団体行動を若者が好まないなど生
活体系の変化により、学級生が集まらなくなり消滅しています」、「該当する対象者数が少
なく、また集まる機会（日にち設定）がむずかしくその雰囲気がない」などがそれにあた
る。 
 
 
３．「親向け・親になる予定者向け講座」のうち青少年を参加対象に含めるケースの有無と
有る場合の内容 
 「親向け・親になる予定者向け講座」のうちで、少年や青年をその参加対象者に含めて
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いるケースの有無について尋ねると、18 施設より該当するケースがあるとの回答が寄せら
れた。その内訳は、家庭教育学級が 6 施設、子育てサロンが 2 施設、両親学級が 1 施設、
その他の個別事業（親子で楽しむわらべうた、げんきひろば、手作りパン作り講座、リト
ミック、子どもの笑い顔発見隊、●●検定（※●●には地域名が入る）、うまれてきてくれ
てありがとう、元気ママ応援団、親子料理教室、良い子を育てる食育講座）が 9 施設であ
った。しかし、実際に青少年が参加したとの記述は少なく、その他の個別事業のうち「●
●検定」に約 160名の小・中学生が参加し、「よい子を育てる食育講座」に保育を学んでい
る学生が 1名参加したのみであった。 
 
 
４．「青年層向け事業」の有無と有る場合の内容 
 「親になるための準備講座」に限らず、
青年層向けの事業の有無を尋ねたところ、
4 施設より「ある」と回答があった。そ
の内容は、自主グループ養成講座（参加
者が運営）、子育て支援講座、就職活動支
援講座、婚活支援事業、手作り講座（町
民が講師となる）などであった。 
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５．「青年層向け事業」を実施していない理由 
 「青年層向け事業」を実施していない理由について大別すると、事業を実施しても「青
年層は集まらない」という理由が 57%を占め、次いで「これまでに青年層を対象とする事
業を実施していない、あるいは想定していない」が 20%となった。青年層が集まらない背
景として、少子高齢化、地域の過疎化という物理的な要因のほか、青年層の日常の公民館
利用がないことや、青年層は仕事や家庭、学校等があることや、社会教育への意識が高く
ないことなどがあげられていた。また、公民館として特定の世代にのみに対象を絞る事業
はふさわしくないという意見や、青年層を対象とする場合にどのような内容がふさわしい
のかが分からないという意見、「その他」に含んだものとして、他の一般成人向け事業に含
まれるというものや他部署が実施しているというものがあった。また、「青年を対象とした
事業を検討中（青少年を対象とした講座も大切であると考えます）」という回答が 1件あっ
た。 
 
 
６．青年層を対象とする「親になるための準備講座」、あるいは青年層を対象とする社会教
育事業に関する自由記述意見 
 回答施設の約半数となる 51施設から自由記述意見が寄せられた。それらの記述を大別す
ると、「現状を分析しているもの」、「前向きな意向を提示しているもの」、「その他」に分け
られる。それぞれ、全ての回答を要約し記載する。 
●現状を分析しているもの 
 講座等は昼に行うことが多く、働いている青年層は参加できない。成人学級も高年齢
層が多い。夜間に行う行事もあるが、職員・指導者・場所等の確保について折り合い
がつかない場合もある。 
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 残念ながら地区公民館では対象となる青年層の人口が少なく、仮に講座を設けても参
加者が皆無である可能性が高い。高校以上の学校教育に必須科目として取り込むとい
った方向性が必要になってくるのではないか。 
 合併後は専任のスタッフが居らず、管轄区は小学生が一桁しかいない。自治会運営も
心配される現状。県下のどこでも同じような問題をかかえているのではないか。 
 該当事業を行っても全く人は来ない。来るのはある年代の女性ばかりである 
 青年層に対する教育は、社会通念を学び、次世代を担う人を育てるためには重要なこ
とと考えるが、勉強をしたくても出来なかったという戦後期の時代背景と比すれば、
現在は学習の機会は飛躍的に向上し、高学歴な若者が増え、方向性を持って学習して
いるのが実情と思える。また、趣味においても若者の趣味が分散している。そこに当
該学習プログラムを実施したとしても、少子高齢化への歯止めの一役を担うかも知れ
ないが、参加者の確保は難しい。青年層に対する生活環境、職場環境、学歴環境など
どこに焦点を合わせるかということも、重要な研究課題となると思う。一声かければ
すぐに受講生が集まるという時代ではない。是非このプログラムを完成していただき
ご教示いただきたい。 
 青年層は集めづらいと言われる。集めづらいのではなくて集まってくれない。集団で
の地区の話し合いなどに関心を持たない。自分の好きな行動が第一主義である。知ら
ない人と話したくない。などなど・・・興味がある企画でないとダメ！？？ 
 青年層は学生や職業人が多いので、講座の参加率が低い。まして“準備”となると、“子
育て教室”や“マタニティ教室”と異なり、緊急性や現実味が薄いため、ニーズも少
ないのではないか。集まっても少人数であれば、講師への失礼に当たるし、町だけの
単独事業としては職員も足りないので、実施は難しい。（矛盾するが、充実した環境が
整えば、人口が増えている本町ではニーズがあるかもしれない。） 
 青年層を対象にした社会教育事業は、当館では現在想定していない。 
 大事な教育領域であるが、強制的な参加を求められず、実施上の weak pointだ。 
 対象がいない。 
 たしかに必要な講座と思う。青年層に多くの魅力ある話題を提供する事が出来ると良
いのだが・・・又、青年層が集まってくれる内容案が見つからない。 
 必要な事業と考えるが、公民館利用者は高齢者で、青年層は集まらないのが実状。 
 魅力あるプログラムを作成して、実施したいと思っているが・・・ 
 青年層に限らず、全市民を対象とした講座や教室が展開できればよいと思うが、職員
や予算も限られているため、どうしても、優先順位は低くなりがち。仮に実施すると
すれば、市レベル以上での開催が適当と思う。 
 青年層は平日に集めることは難しい。土曜日に親子講座を開講しても人が集まらない
ことから、センターで単発で行っても難しいのではないか。 
 20代は旅行や遊びに行ってしまい、30代は仕事に追われているか、休日はストレス解
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消のためゆっくりとすごしたい方が多く公民館講座に関心が余り無い。また、手作り
パン教室など高校生、大学生も参加をできるように募集したが、参加者は無かった。 
●前向きな意向を提示しているもの 
 青年層は社会教育（公民館）からは一番遠い存在であり、ある意味でアウト・リーチ
と言えるが、社会の急激な変化、特に近年の若者の就職難や結婚難など青年をとりま
く現状から、その潜在的ニーズ（課題）は高いと想定される。インターネットやモバ
イルなど若者にアピールしやすいツールを活用できれば周知できる可能性もある。 
 いずれ検討を要すると思う。 
 今、公民館の若者離れが進んでいるので社会情勢を把握し、ニーズに合わせた事業を
開催する必要があると思う。 
 現在の公民館主催事業や公民館利用団体の年齢層をみると 50歳代からの参加・利用が
多いため青年層の事業などを検討したい。 
 現代社会では、青年層は会社と家庭の往復で、なかなか地域社会へも出てこない状況
である。こうした事を考えると今日的な課題として青年層を対象とした講座を設けて
みるのも必要と考える。 
 講師等紹介してくれれば積極的に実施したい。 
 公民館への幅広い年齢層、特に若い人の参加は公民館が活気あるものとなる。改めて
検討する必要もあると考えさせられた。 
 高齢化が社会問題になっている今、地域をこれからどのように維持していくのか。そ
のためには少年層や青年層に地域を背負ってもらう必要がある。しかし、親は「この
地域は働くところがないから」とか「なにもない地域だから」とか言って地元を守ろ
うとしていない。子ども達は「そうか。このまちはつまらないまちなんだ。良いとこ
ろがないんだ。」と認識し、幼くして地域への愛着を無くしてしまっている。今こそ少
年青年層に対して地域が連携し、地元のすばらしさや人の温かさなどを伝え、地元へ
の愛着を芽生えさせなければならない。 
 青年層もターゲット層として考えて行きたいと思う。 
 今後の社会的動向を考える時、青年層を対象とする事業を設定することも必要となっ
てくると思う。 
 中央公民館（本館）に働きかけ実施出来たらと考えている。 
 社会的に若者で結婚しないものが増加していて大きな問題となっている。この意味か
らも研修は有意義と考えるが、大学生の就職率を見てもなかなか若者が自立できない
状況にある。各方面から、今の若者に良好な社会状況を実現してやりたいものだ。 
 青年層が参加したくなるプログラムがあれば単発で実施してみたい。 
 ニーズを把握する必要がると思う。その上で実施を検討したい。 
 市行政が実施することが当然と考えている。 
 地区単位の事業としてではなく、全市を対象に「親になるための準備講座」について
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は、生涯学習課と健康増進課との連携が必要。また青年層を対象とした事業について
は社会情勢の変化とともにニーズも変化、多様化しているため難しいと思われるが居
場所づくり的なことからはじめれば良いかと考える。 
 必要だと思う。 
 未婚の青年が多くなっている。地域に働き口がないため都会に青年が出ていって高齢
化が急速に進んでいる。地域活性化のために、事業を進めることが今の課題である。「親
になるための講座」はその一つである。 
 よい企画があれば実施を検討したい。 
 市として計画的に行うべきである。 
 良いプログラムやノウハウがあれば事業で実施したい。 
 公民館を単なる生涯学習の場と捉えるとどうしても趣味的な講座が中心になっている
が、地域の拠点としてみた場合、地域づくり＝人づくりという観点から幅広い層に集
まっていただくためにも、こういった事業は今後必要になってくると思う。 
●その他 
 講座も必要だが、まずは親子の会話の機会を多く持つことが大切ではないかと思う。 
 高等学校教育等の内で教育するのが適切と思える。 
 小・中学生親を対象としたものは、社会教育係の方で行っている。 
 働く場所が無い青年層は地区外へ出てしまうが全国的に見た場合「婚活」を活発にす
るシステム等を構築して行けば少子化対策になると思う。 
 私個人が対象者だとしても、大切なことだとは思うが、受講したいとは思えない。 
 特になし×8件 
 
３ 考察 
上述のとおり、青年層を対象とする「親になるための準備講座」に該当する事業を実施
している群馬県内の社会教育施設は無かった。その主な理由は、ニーズがない（33%）とい
うことと、社会教育事業として当該内容が想定されてこなかった（27%）ことであることが
わかった。このことは、つまり、「親になること」自体が「学習」対象となってこなかった
ことを意味するとはいえないだろうか。ここでいう「学習」とは、公的な機会において知
識やスキルとして学ぶことを意味しているが、学ぶ側にとっても、学びを提供する側にと
っても、それは「学習」する対象ではなかったのである。このことを逆にとらえるならば、
だからこそ、今、このような学びのプログラムの開発が求められているともいえるのでは
ないだろうか。 
また、本調査は、改めて社会教育の空白地帯としての青年層の実態を裏付けることとな
った。青年層を対象とする事業の少なさはもちろんのこと、青年層が事業構想の対象自体
になっていないことも明らかになったのである。その背景としては、たとえ青年層を対象
とする事業を実施したとしても参加者を募ることができないという実情があった。青年層
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自身が抱える仕事等を中心にせざるを得ない社会的な環境と、高学歴化という背景をも包
含する学びに対するニーズの低さ、公的機関における事業実施の予算的、人的、時間的制
約など、また、そもそも青年層が地域に存在しないという要因等が相まって、青年層を対
象とする社会教育事業は成立していないのが現状である。ただし、その層への働きかけが
不要であるという認識自体は示されることは無かった。 
本プロジェクトが青年層を対象とするプログラム開発を行うにあたっては、その内容は
もとより、実施のための具体的な方策、すなわち実施主体、場所や時間、広報などについ
て、これらの現状を踏まえながらの開発が求められるといえるだろう。 
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